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２学期制に関する最終意見について（報告）

　当委員会は、長岡市立学校における2学期制の導入の可否等について検討するため、昨年4月に設置され、10月までの間に5回にわたる検討を重ねました。

しかし、同年4月から市内3校（宮内小学校、南中学校、東北中学校）で試行的に行われていた2学期制の取組がまだ継続中であったことから、その段階で最終結論を出すのは難しいと判断し、昨年11月26日に中間報告という形で意見を教育長へ報告いたしました。そして、その中間報告において、当委員会としては、３校の1年間の取組の結果報告を聴いた上で、最終的な意見をまとめたいとしていたものであります。
　今年度に入り、合併旧町村からも1名ずつの委員を加えて検討委員会を再開いたしました。5月の初回の委員会において、1年間の2学期制の取組を終えた3校から結果報告を聴いたのを始めとして、これまで3回の検討・協議を行ってまいりました。
　このたび、本日、開催した委員会において、最終的な意見をとりまとめましたので、下記のとおり御報告いたします。

記

１　試行実施校（3校）の取組の結果について
　　２学期制を試行実施した3校の取組の結果報告では、その評価として、
1 子どもたちと向き合う時間が増え、指導が充実したこと
2 長期休業（夏休み等）前の個別指導にじっくり取り組めたこと
3 長いスパンで指導できることから、指導と評価の一体化が図りやすいこと
4 学校行事等の設定時期の見直しや工夫ができたこと
5 教育活動を見直したり、新たなものを生み出そうという教職員の意識改革の契機になったこと
などが成果として報告された。また、2学期制は、長期休業の弾力的な運用とセットで
導入することが、職員の創意工夫による学校づくりへとつながるという指摘もあった。
　　一方、課題や問題点として、
1 長期休業の期間を学びの連続として生かし切れなかったこと
2 通知表の回数が減ったことに対する保護者の不安が解消されたとは言えなかったこと
3 教職員の多忙感の払拭に結び付いたとは言えなかったこと
などが指摘された。
しかし、指摘された課題や問題点の多くは、学校が事前に方針や計画を十分検討した
　上で対応したり、創意工夫等をしたりすることで、改善又は解決することが可能なものと考える。
　　したがって、試行実施校の取組の結果においては、２学期制を積極的に評価することができると考える。
２　2学期制の評価及び導入について

当委員会は、試行実施校3校の1年間の取組の結果を踏まえ、２学期制に関し、次のように考える。
（1）2学期制に対する評価

　　　2学期制は、子どもたちと向き合う時間の確保や特色ある学校づくりを行う上で有効な手段となり得るとともに、教育改革の流れの中で、絶対評価の導入の目的をより達成しやすくする上でも有効であると考える。また、学校の教育活動を見直し、新しいものを生み出していこうという教職員の意識改革にもつながるなど、その意義を評価することができる。
（2）2学期制の導入

　　　教育改革が進められ、学校教育が変わりつつある中で、その変化に対し、より対応しやすい学期の仕組みが必要である。上記の2学期制に対する評価を踏まえたとき、2学期制は学校をより良く変えていく可能性を持つものであると考えられることから、当委員会としては、長岡市立学校への2学期制の導入に賛成するものである。
　　　なお、2学期制の導入に当たっては、学校裁量の拡大を図り、2学期制の導入効果を一層高めるため、長期休業の弾力的な運用についてもセットで実施すべきである。
３　2学期制の導入方法及び導入時期について
　　2学期制の導入方法については、導入するかどうかを個々の学校の選択制とする方法や
全学校において一斉に導入する方法等があるが、２学期制が学校をより良く変えていく

方策でもあり、対外的な行事の調整等で不都合が生じないためにも、全学校一斉導入が

望ましい。ただし、導入するかどうかを学校の選択に任せるべきであるとする少数意見

もあった。
　　また、導入時期については、学校自身の事前準備や保護者等への周知・説明のための
十分な期間を置くことが必要である。そうした準備のための期間を、これから3月まで
の間に最低半年以上は確保することができることを考慮すると、現在の長岡市立学校に
ついては、導入時期を来年4月からとすることが適当である。ただし、中越大震災後の

対応その他の事情により、来年４月からの導入が難しい学校については、平成１９年４

月からの導入とすることができることとするなど、弾力的な対応がなされるよう配慮す
べきであるとする少数意見もあった。

